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現在，新予防給付とともに地域支援事業における特定高齢者施策が自治体レベルで展開され
ている。しかし，特定高齢者レベルの者を対象とした運動介入の効果に関する報告は少なく，
特定高齢者施策における有益な知見の提供が待たれている。そこで本研究では，特定高齢者を
含むハイリスク高齢者（将来的に要介護となる可能性の高い高齢者）を対象に，「運動器の機
能向上」を目的とした介護予防教室の有効性を身体機能，運動習慣，生活機能の変化より検討
した。
ハイリスク高齢者27名（78.4±6.1歳，男性７名，女性20名）を対象とした。週１回のグ

ループ運動と，在宅での運動プログラムからなる介護予防教室を計14週間開催し，事前事後で
身体機能および運動習慣，生活機能への変化を比較した。また，運動日誌を配布し，教室中お
よび教室終了後８週間の在宅運動実践状況を確認した。
体力測定10項目中，長座体前屈，ステップテスト，５回いす立ち上がり， ，

タンデムバランス，タンデムウォーキングの６項目において有意な改善が認められ，運動機能
の著しい低下がみられる者の割合も有意に減少した。また，運動習慣を有する者の割合と運動
頻度が有意に向上し，介護予防教室終了後８週間にわたって追跡できた11名は，介護予防教室
中に比べて一週間当たりの在宅運動実践回数が有意に増加していた。しかし，生活機能には有
意な変化がみられなかった。
ハイリスク高齢者における「運動器の機能向上」を目的とした介護予防教室は，身体機能の

維持・改善および運動習慣の形成に有効であることが示唆された。その一方で，生活機能への
好影響についてはさらなる検討の余地があり，運動に付随する社会的・心理的効果など，身体
機能以外の要素をも包括した総合的プログラムによって検討していくことが肝要と考えられた。
また，介入終了後も運動習慣および身体機能を維持できるかといった長期的な効果を検証し，
３カ月という教室期間が適当であるかについても議論していく必要がある。

特定高齢者，介護予防教室，身体機能，運動習慣，生活機能

Ⅰ

現在，わが国は超高齢化社会を迎えており，
高齢化率が世界で最も高い国となっている1)。
今後も高齢化率は30％台半ばまで上昇を続ける

ものと見込まれており，元気な高齢者が増加す
る一方で，身体的に虚弱な高齢者の絶対数の大
幅な増加も懸念される。高齢者の生活の質
（ 以下， ）を良好に保ち，
生活そのものを豊かで活力に満ちたものにする
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ためには，「要介護状態にあってもその悪化を
できる限り防ぐこと」や「要介護状態の発生を
できる限り防ぐ（遅らせる）」ための対策が急
務である。
これまで，地域在住の高齢者に対する介護予

防を目的とした運動の効果は数多く報告されて
いる2)－5)。例えば ら3)は，日本の地域在
住高齢女性52名を運動介入群28名とコントロー
ル群24名に振り分け，６カ月間の無作為化比較
試 験 （ 以 下，

）によって運動の効果を検討している。
その結果，運動介入群では転倒発生率が長期に
わたって減少し， の向上につながったこ
とを示している。また，自治体レベルでも身体
活動推進事業が取り組まれており，生活機能の
改善という効果が報告されている6)7)。
一方，高齢者の自立した生活を維持するため

に2006年４月に介護保険法が新たに改正・施行
された。それに基づいて，新予防給付とともに，
新たに要支援・要介護状態になる可能性のある
高齢者（特定高齢者）を対象とした地域支援事
業が展開されている。しかし，平成18年11月30
日時点での介護予防事業実施状況調査8)によれ
ば，特定高齢者は65歳以上の0.44％しか把握で
きておらず，特定高齢者施策参加者にいたって
は65歳以上の0.14％の参加にとどまっている。
それに伴い，特定高齢者レベルの者を対象とし
た運動介入の効果に関する研究は極めて少なく，
予防サービスの効果についても検証できていな
い現状がある。特に平成19年４月から特定高齢
者の決定基準が緩和されたことにより，特定高
齢者レベルの者を対象として運動介入による身
体機能や運動習慣，生活機能への効果について
検討することは，今後の特定高齢者施策の展開
に当たって有益な知見の提供につながると考え
られる。
そこで，本研究では「要介護認定を受けてい

ないものの，将来的に要介護となる可能性の高
い高齢者」をハイリスク高齢者と定義づけ，
「運動器の機能向上」を目的とした介護予防教
室の有効性について，身体機能，運動習慣，生
活機能の変化より検討した。

Ⅱ

本研究は，茨城県八千代町で開催された特定
高齢者の要介護化予防教室に参加した高齢者36
名から，教室の開催前または終了後の体力測定
に参加できなかった６名と，体調悪化や家庭の
事情のため３名を除外した27名を対象とした。
対象者は，要介護認定の新規申請時や更新申請
時に非該当であった者，保健師の訪問活動で特
定高齢者の可能性があると思われた者，または
家族からその連絡を受けた者，町が主催する
様々な運動教室の中で，体力低下が危惧される
と判断された要介護認定非該当者とし，主治医
から運動実施の同意を得ることができた者の中
から選定した。
特定高齢者は，上記のような様々なルートに
より選定の後，基本チェックリストを実施して
その結果をもとに決定された。本研究の対象者
は基本チェックリストの結果，特定高齢者に該
当しなかった者も含まれていたため，本研究の
対象者を「要介護認定を受けていないものの，
将来的に要介護となる可能性の高い高齢者（以
下，ハイリスク高齢者）」として定義づけた。
すべての対象者に研究の目的や教室の内容，
測定内容を十分に説明し，教室参加および研究
協力への同意を得た。また，本研究は筑波大学
に帰属する倫理委員会の承認を受けた。

事前事後の体力測定および質問紙調査を含め
て，週１回，計14週間（全14回）の教室を開催
した。運動会場となる保健センターまでの交通
手段は，家族送迎またはバスによる送迎のいず
れかを参加者が選択した。毎回の教室時間は体
調確認や休憩時間を含め90分であり，そのうち
運動実施時間は約45分であった。介護予防教室
の構成は のとおりである。１回の教室内容
は，①血圧，服薬，関節痛の有無といった体調
確認，②全員が体調確認を終えるまでの待ち時
間運動として「 みんなの体操」やレクリ
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構成 内容

体調確認 血圧，服薬，関節痛の有無などの確認
全員が体調確認
を終えるまでの
待ち時間運動

みんなの体操
レクリエーション運動

準備運動
座位保持の状態でできるストレッチ
肩関節運動
下肢の筋力運動（座位で）
下肢の複合運動（筋力，バランス，歩行）
下肢の筋力運動（ピラティスボールを用いて）
レクリエーション運動など
リラクセーション
肩こり，腰痛，膝痛予防体操など

在宅運動
（お約束運動）

マシンや道具を使わずにできる下肢の運動
肩，腰，股関節，膝などの関節運動
リラクセーション

主運動

整理運動
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エーション運動の実施，③準備運動（座位保持
の状態でできるストレッチや肩関節運動および
下肢の筋力運動など），④主運動（下肢筋力，
バランス，移動の要素を含めた複合運動，レク
リエーション運動など），⑤整理運動（リラク
セーション，肩こり，腰痛，膝痛予防体操な
ど）により構成した。運動教室開始後の１カ月
間は，準備期として運動に慣れることや身体の
動きを知ることを目的に，身体各部を意識しな
がらの動作を集団で実施した。次の２カ月間は，
運動量を確保するため１班５～６人のグループ
単位で，歩行や複合動作（筋力，バランス）を
中心とした運動および和室でのリラクセーショ
ンやストレッチ体操を実施した。また，運動実
践への意識を高めることを目的に，運動の重要
性や栄養改善についての講話も合わせて行った。
本教室ではさらに，体力の維持・向上と在宅

での運動習慣化を目的に，「お約束運動」と称
して在宅用の運動プログラムを提供した。運動
内容は，マシンや道具を使わずにできる下肢機
能の向上をターゲットとした運動で，日常生活
動作を円滑に遂行できるようにすることを目標
としたものであった。１週間の運動種目は２，
３種類とし，すべての運動を実践した場合，実
践時間が15分程度となるよう考慮した。また，
種目を１週間ごとに変更することによって多種
類（16種類）の運動を学習できるようにした。
運動の実践状況を確認するため在宅運動日誌を
作成し，参加者に事前体力測定日から事後体力
測定日前日までの14週間（計98日）分の記録を
求めた。また，教室後の在宅運動実践状況を確
認するため，教室終了後も引き続き運動日誌を
配布できた13名に，８週間（計56日）分の記録
を求めた。

介護予防教室の前後で,形態・血圧測定,体力
測定および運動習慣調査，質問紙による生活機
能および日常動作状況の評価を行った。また，ベー
スライン時の参加者情報として, 9)，

- （ ）10)11)

を用いた。各測定方法および調査方法は以下の

とおりである。

形態指標として，身長を身長計（ -200，
ヤガミ社製）を用いて0.1㎝単位で，体重を体
重計（ 800，
社製）を用いて0.1㎏単位で測定した。また，
求めた体重（㎏）を身長（ｍ）の２乗で除すこ
とにより （ ）を算出し
た。血圧はデジタル自動血圧計（ -762
ファジィ，オムロン社製）を用いて，安静時の
収縮期血圧と拡張期血圧を２回ずつ測定し，そ
れぞれ平均値を算出した。

日常生活動作を円滑に遂行するための身体機
能を評価し得る項目として，握力，開眼片足立
ち，長座体前屈，ステップテスト，ファンク
ショナルリーチ，５回いす立ち上がり，

，タンデムバランス，５ｍ通
常歩行，タンデムウォーキングの計10項目を測
定した12)－19)。すべての項目は，秒または㎝の
測定値として評価した。さらに，握力，開眼片
足立ち，５ｍ通常歩行の３項目は「生活機能評
価における運動機能測定項目」19)に位置づけら
れているため，定められた評価方法に基づいて
それぞれスコア化し，総合得点を算出した。い
ずれの測定も，体力測定に精通したスタッフが
安全に十分に留意した。各測定項目の測定方法
は， のとおりである。
また，体力測定の問診時に運動習慣の有無，
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握力計を利き手に持ち，両腕を体側で自然に下げ，リラックスした
姿勢をとらせた。次に，呼息しながら握力計を可能な限り強く握らせ
た。利き手は身体に触れないように，かつ動かさないように注意した。
0.1㎏単位で左右２回ずつ計測し，それぞれの平均値を記録とした。

両手を腰に当て，両足をそろえて床の上に立った状態から片方の足
を床から離し，できるだけ長く立ち続けるよう指示した。接地して
いる支持足の裏が動いたり，腰に当てた手が離れたり，支持足以外
の身体部分が着地した時点でバランスが崩れたものとした。計測は
足を上げた時点からバランスが崩れた時点までの時間とし，最大値
は60秒とした。左右２回ずつ0.01秒単位で計測し，それぞれの平均
値を記録とした。

壁に臀部と背中をつけ，長座位姿勢をとらせた。両手を伸ばし，手
のひらを長座体前屈計の上においたまま，膝を曲げないよう上体を
前屈させた。このときの長座体前屈計の移動距離を0.1㎝単位で２
回計測し，平均値を記録とした。

立位姿勢をとらせ，その約20㎝前方に19㎝の台を設置した。足の裏
が台の高さ（19㎝）まで上がるよう，できるだけ速くその場で足踏
みを行ってもらい，左右の足を交互に８回上げ下ろしするまでの時
間を計測した。測定は0.01秒単位で２回行い，平均値を記録とした。

壁に横向きに立ち，伸展させた両腕を肩の高さまで前方に挙げ，そ
の時点での第３指の先端を０㎝とした。腕を肩と同じ高さに保った
まま，可能な限り上体を前傾し，両腕の指先が前方に移動した距離
を１㎝単位で２回計測し，平均値を記録とした。このとき，かかと
は浮かせないようにした。

両腕を胸の前で交差し，背中を伸ばした状態で背もたれのついたい
すに浅く腰掛けさせた。合図とともに，いすから立ち上がり直立姿
勢をとらせ，再びいすに腰掛ける動作をできるだけ速く５回繰り返
させた。合図してから５回目の直立姿勢をとるまでの時間を0.01秒
単位で２回計測し，平均値を記録とした。

重量のある肘掛け椅子に深い座位姿勢をとらせた。合図とともに立
ち上がり，３ｍ前方のコーンを回って着座するまでの時間を0.01秒
単位で２回計測し，平均値を記録とした。一連の動作は可能な限り
速く行ってもらった。

両手を腰に当てて片足を一足分前に出し，前足のかかとと後ろ足の
つま先をつけて直線上に立った状態で，できるだけ長く立ち続ける
よう指示した。足の裏が動いたり，腰に当てた手が離れたり，下肢
のみで姿勢の維持が不可能になった時点でバランスが崩れたものと
した。計測は前足のかかとと後ろ足のつま先をつけて直線状に立っ
た時点からバランスが崩れた時点までの時間とし，最大値は30秒と
した。左右の足を入れ替えて１回ずつ0.01秒単位で計測し，平均値
を記録とした。

５ｍの歩行路を通常の速さで歩いたときの時間を0.01秒単位で２回
計測し，平均値を記録とした。歩行路の両端には１ｍの予備路を設
けた。

床上に引いた３ｍの直線上を片足のかかとともう一方の足のつま先
をつけた状態で，できるだけ速く歩かせた。かかととつま先がつい
ていない場合，線を踏み外した場合，壁に手をつくなどバランスが
崩れた場合をエラーとした。３ｍを歩ききるのにかかった時間を
0.01秒単位で２回計測し，それぞれのエラーの数を加えた平均値を
記録とした。
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実践している運動種目，１週間の実践頻度を確
認した。運動種目の中で草むしりや畑仕事と回
答した者に対して具体的な動作状況を確認した
ところ，座位中心の作業であったため運動習慣
無しとした。

生活機能の評価に老研式活動能力指標20)を用
いた。「はい」（１点），「いいえ」（０点）で回
答する13の質問項目で，身体的自立（５点満
点），知的能動性（４点満点），社会的役割（４
点満点）を評価した。また，総計を求め，生活
機能として13点満点で評価した。さらに，９項
目からなる質問で，日常生活における動作状況
を把握した。

基本的 （
以下， ）の評価に 9)を

用いた。各質問項目の総得点を求め，100点満
点で評価した。

認知能力の評価に 10)11)を用いた。日
時，場所，物品名，計算，記名力，判断力，指
示の理解，図形の理解など30項目からなり，１
問１点として30点満点で評価した。
すべての質問紙調査は，熟練したスタッフに
よる面談法によって回答を得た。

各体力測定値および質問紙スコアの結果は平
均値±標準偏差で示した。介護予防教室前後に
おける各体力測定値，在宅運動実践頻度，生活
機能の差の検定には対応のあるt検定を適用し，
日常動作状況の比較にはウィルコクスンの符号
付順位和検定を施した。また，事前測定時にお
ける体力測定値と在宅運動実践頻度，生活機能
の性差の検定には対応のないｔ検定を適用した。
握力，開眼片足立ち，５ｍ通常歩行は，介護予
防のための生活機能評価に関するマニュアル19)

に基づいてスコアリングした。握力は男性29㎏，
女性19㎏未満の場合２点，開眼片足立ちは男性
20秒未満，女性10秒未満の場合２点，５ｍ通常
歩行は男性4.4秒以上，女性5.0秒以上の場合３
点を配点し，合計が５点以上の場合，運動機能
が著しく低下しているとみなした19)。介護予防
教室前後での運動習慣の有無と，国の定める運
動機能測定項目（３項目）19)において運動機能
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開始前 範囲

暦年齢（歳）
身長（㎝）
体重（㎏）

4)（㎏/㎡）
収縮期血圧（ ）
拡張期血圧（ ）
治療中の疾患数
服薬数

（点）
満点者
未満点者

（点）
≧24
＜24

全参加者
教室参加率
運動日誌記入率
在宅運動実践回数

介入後も日誌を配布した者
教室参加率
運動日誌記入率
在宅運動実践回数

注 1) ｎ＝27：男７，女20
2) 平均値±標準偏差
3) ＊Ｐ＜0.05 介入中
4)
5) -

全体（ｎ＝27) 男性（ｎ＝７) 女性（ｎ＝20) Ｐ値交互
作用事前 事後 事前 事後 事前 事後

身体機能
握力（㎏） †

開眼片足立ち（秒）
長座体前屈（㎝）
ステップテスト（秒）
ファンクショナルリーチ（㎝）
５回いす立ち上がり（秒）

（秒）
タンデムバランス（秒）
５ｍ通常歩行（秒）
タンデムウォーキング
（秒＋エラー）

身体機能の著しい低下
（あり/なし(％)）

運動習慣
運動習慣の有無（あり/なし(％)）
運動頻度（回/週）
生活機能（老研式活動能力指標）
身体的自立 （点）
知的能動性 （点）
社会的役割 （点）
生活機能 （点）

注 1) 平均値±標準偏差
2) ＊Ｐ＜0.05 事前
3) †Ｐ＜0.05 男性（事前）
4) 「身体機能の著しい低下」「運動習慣の有無」のみ， 2 検定による比較
5) Ｐ値は男女間の交互作用の検定
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の著しい低下が認められた者の割合の検定には
2 検定を用いた。体力測定値における男女間
の交互作用の検定には，二元配置の分散分析を
適用した。すべての統計処理には，統計解析ソ

フト 12.0を用い，統計的有意水準は５
％とした。

Ⅲ

対象者の特徴を に示した。
9)によると，完全に自立している者（満点

者）が15名（55.6％）であった。介護予防教室
全体の参加率は88.4％であった。運動日誌を回
収したところ運動日誌記入率は65.3％であり，
１週間当たりの在宅運動実践回数は4.3±1.8回
であった。介護予防教室終了後も引き続き８週
間（計56日）にわたる運動日誌の記録を求めた
13名のうち，11名から運動日誌を回収できた
（回収率84.6％）。運動日誌記入率は92.2％で
あり，１週間当たりの在宅運動実践回数は5.8
±1.2回であった。
介護予防教室前後における体力測定値ならび
に運動習慣，生活機能の変化を に示した。
対象者全体で，長座体前屈，ステップテスト，
５回いす立ち上がり， ，タン
デムバランス，タンデムウォーキングの６項目
で事後測定時に有意に改善した。握力，開眼片
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事前 事後
Ｐ値

ｎ（％） ｎ（％）

寝た状態から自分で起き上がることが
できますか
つかまらないでできる
何かにつかまればできる
できない

家の中を移動するときはどのようにしますか
一人で歩くことができる
手すりや支えを使って歩く
杖や押し車で歩く

家の外を移動するときはどのようにしますか
一人で歩くことができる
手すりや支えを使って歩く
杖や押し車で歩く
いすやベッドに座っている状態から立
ち上がれますか
つかまらないでできる
何かにつかまればできる
できない
通院・買い物・散歩などで１時間以上
外出する回数はどれくらいですか
週２～７回
週１回程度
月１回以上
月１回未満
趣味の会・老人会など地域の交流会に
参加していますか
積極的に参加
ときどき参加
ほとんど参加しない
まったく参加しない

１日に30分以上運動する日は何日ありますか
毎日
週２～３回
週１回
月１回以下

転倒がこわくて活動を制限していますか3)

はい
いいえ
痛みを感じる部位はありますか3)

はい
いいえ

注 1) ｎ＝27：男７，女20
2) Ｐ値はウィルコクスンの符号付順位和検定による事前と事
後の比較
3) この項目のみ， 2 検定による事前と事後の比較
4) （％）は小数点第１位を四捨五入しているので，必ずしも
合計が100％にならない
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足立ち，ファンクショナルリーチ，５ｍ通常歩
行は，有意に変化しなかったものの，運動機能
の著しい低下がみられる者の割合が有意に減少
した。また，運動習慣を有する者の割合と運動
頻度は，介護予防教室前に比べて有意に増加し
た。生活機能は，下位尺度も含めて有意に変化
しなかった。男女別にみると，事前測定時にお
いて握力に性差がみられた。男性では１週間当
たりの運動頻度が有意に向上したものの，その
他の測定項目は有意に変化しなかった。女性で
は，全体の結果とほぼ同様の変化を示し，握力，
開眼片足立ちも有意に向上した。また，男女間
の体力測定値の変化で，交互作用が認められた
項目は握力のみであった。
日常動作状況の結果を に示した。「１日

に30分以上運動する日は何日ありますか」の項
目で，有意に「月１回以下」の割合が減少し，
「毎日」の割合が増加した。その他の項目は有
意に変化しなかった。

Ⅳ

本研究は，ハイリスク高齢者における「運動
器の機能向上」を目的とした介護予防教室の有
効性について，身体機能および運動習慣，生活
機能の変化から検討した。 に，これらの結
果を対象者全体および男女別に示したが，男性
の対象者数が７名と少なく，男女間の体力測定
値の変化に交互作用が認められた項目が握力の
みであったため，おもに対象者全体の結果につ
いて考察する。今後，男性を含めてさらにデー
タを蓄積し，ハイリスク高齢者の性差にも着目
して検討する必要性がある。

本研究で得られた結果は，３カ月間の運動器
の機能向上を目的とした本教室プログラムが，
ハイリスク高齢者の身体機能の維持・向上に有
効であったことを示している。近年では，身体
的に虚弱な高齢者に対する運動の効果が注目さ
れている21)。これまで，虚弱高齢者において３
カ月の低強度運動であっても身体的な虚弱状態

を緩和できる22)ことや，様々な要素を取り入れ
た複合的な運動の実践によって身体機能が改善
し，その改善が介入後６カ月間維持されてい
た23)ことなどが示されてきた。
本教室は，基礎体力と日常生活動作を結びつ
け，参加者自身に円滑な日常生活動作を意識さ
せることを重視した。そのため，準備運動では
関節可動域の改善や下肢の動き，円背に着目し，
上半身のストレッチ，足踏みやつま先あげ，か
かとあげ，姿勢保持の動きを中心とした。また，
グループ指導時には，複雑な動きをスムーズに
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行えるようになることを目的とし，筋力・柔軟
性向上の運動に加えバランスや立位時における
方向転換といった複合的な動きを取り入れた。
一般的に，加齢による筋力低下は上肢に比べて
下肢において大きい24)25)といわれ，55～85歳の
男女2,109名を対象とした縦断研究によると，
３年間で対象者の45.6％に歩行やいす立ち上が
りなどの基本的移動能力（ ）の低下が
みられている26)。さらに，65歳以上の高齢男女
4,735名を７年間追跡した結果，虚弱者は非虚
弱者と比較して転倒発生率が1.82倍，移動能力
の悪化率が2.45倍にものぼっており27)，移動能
力低下の予測因子として身体活動量と下肢筋力
があげられている28)。これらから，ハイリスク
高齢者の運動器の機能向上を目的とする上で，
下肢機能や移動能力は着目すべき重要な体力要
素であり，本教室において歩行動作や日常生活
の複合動作を向上させるプログラムで構成した
ことが機能向上につながった要因であると考え
られる。
また，身体機能の維持・向上に寄与した要因

として在宅運動の効果があげられる。本教室は
週１回の頻度で実施されており，運動の頻度と
しては決して多いものではない。身体機能の向
上に効果を報告している先行研究においても，
大部分は週３回以上の頻度で運動介入が行われ
ている21)22)29)。また， ら30)も高齢者
の体力の改善を目的とした運動は最低でも週３
回の頻度が推奨されることを報告しており，本
研究の対象者においても，体力低下が危惧され
るハイリスク高齢者であること，教室期間が３
カ月間と比較的短期間であることから，身体機
能の改善には少なくとも先行研究と同様の運動
頻度が必要であると考えられる。しかし，会場
の確保や毎回の送迎が難しいため，実際介護予
防教室の開催回数を増やすことは困難であるこ
と，また，介護予防教室終了後も体力を維持し
ていくためには，自宅でも自発的に運動する習
慣を身につけておくことが必要不可欠であるこ
とから，在宅運動プログラムを提供した。これ
まで在宅運動の効果については，筋力やバラン
ス，柔軟性などさまざまな要素の運動を組み合

わせることで体力を向上させることが報告され
ている31)。本研究対象者の教室中における１週
間当たりの在宅運動実践回数は，先行研究にお
ける虚弱高齢者の身体機能を改善させるために
必要な運動頻度を満たしていること，下肢を中
心とした筋力や柔軟性の運動など，関節の動き
や日常生活動作を円滑にするために必要な要素
の運動を取り入れたことから，在宅運動の実践
が体力の向上に寄与していると考えられる。

ら32)は，介入期間は異なるものの，週
１回のグループ運動と補助的に在宅運動を行う
という本研究とほぼ同様の運動介入で，バラン
ス機能と転倒リスクが減少したことを報告して
いる。ハイリスク高齢者を対象とした本研究に
おいて，週１回のグループ運動と在宅運動を組
み合わせることで，３カ月という短期間でも身
体機能の向上がみられたことは，今後地域で特
定高齢者施策を進めていく上で有益な知見にな
り得るであろう。

介護予防教室終了時における問診調査および
介護予防教室後２カ月間の在宅運動実践状況か
ら，３カ月間の本教室は運動習慣の形成に有効
であったといえよう。 ら33)は，80歳
以上の高齢女性を対象として理学療法士による
在宅での運動介入を週３回，６カ月間実施した。
理学療法士の訪問は最初の４回のみとし，その
後は定期的な電話サポートとしたところ，介入
終了１年経過後も42％が週３回以上の運動を継
続していた。すなわち，後期高齢者であっても
適切な支援を行うことで，運動を継続すること
が可能であるといえる。本研究の在宅運動プロ
グラムは，座位姿勢の比較的単純な運動である
とともに，参加者の体力に合わせて立位で実践
するなど強度の調節や応用が可能であったこと，
毎週の教室中に１週間の在宅運動の説明および
実践の時間を設けたこと，道具を必要とせず，
天気などの外的要因を受けないため容易に実践
できたこと，日常生活動作に即しており理解し
やすかったという特長がある。このような運動
は，対象者において日常生活の中に組み込むこ
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とが容易であったと考えられ，その結果運動の
実践率と意欲を高め運動習慣化へ導いたと考え
られる。ただし，介入終了後の運動習慣につい
て調査できたのが11名と少なく，期間も介入終
了２カ月後までしか把握できていないため，さ
らなる追跡検討の必要性がある。

本研究において，体力の向上は確認できたも
のの，生活機能および日常動作状況の改善は認
められなかった。本研究の対象者は，

9)において比較的自立している者が多
かったことを考慮するとさらなる検討の余地が
ある。しかし，衣笠ら34)は低体力者に対して６
カ月の運動介入を行ったものの，生活機能の向
上は困難であることを報告しており，生活機能
の向上には比較的長期間の介入が必要であるこ
とが示唆される。また， ら 35) は，

による運動介入の効果に関する研究をメ
タ分析した結果を報告している。それによれば，
運動介入によって身体機能は改善するものの，
それがただちに身体的な障害や能力低下
（ ， ，健康関連 など）の改善
に結びつくものではなかったことが示されてい
る。つまり，介護予防教室の目的は参加者の生
活機能の活性化であるが，そのためには身体機
能の向上以外の部分も加味していく必要性があ
る。生活機能という高次の機能を含めた能力の
向上には，精神・心理的機能や社会的機能など
さまざまな要素が関与している。体育科学的発
想にとどまらず，参加者の自己効力感や動機づ
けなど運動に付随する社会的・心理的効果にも
着目していくことが肝要である。最終的にはこ
れらの要素を包括したプログラムによって介護
予防教室を構成し，評価とフィードバックを繰
り返してより洗練されたプログラムを支援者と
参加者が共有することで，教室参加者の自己実
現の達成と自主性の促進， の向上へとつ
なげていく必要があろう。

本研究は，茨城県八千代町より研究助成を受

けて行ったものである。また，教室開催やデー
タ収集に当たり，多大なるご協力をいただいた
八千代町保健センター主任保健師・樋口敏江氏，
八千代町保健センター職員の皆様，ボランティ
アとしてご協力いただいた皆様に深甚なる謝意
を表する。
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